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決算の概要令和3年度
　令和3年度の決算状況や基金、市債の状況をお知らせします。なお、これらの決算は、令和4年9月定例議会にお
いて認定されました。
　一般会計の歳入決算額は272億6,296万円、歳出決算額は262億557万円となり、歳入歳出差引額は10億
5,739万円となりました。そのうちの翌年度へ繰り越すべき財源は709万円となり、実質収支額は10億5,030万
円となりました。

市税……………市民税、固定資産税などの税金
地方譲与税等…国や県が市の代わりに集めた税金などが
 一定の基準により配分されたお金
地方交付税……財源不足を補うために国からもらうお金
国県支出金……国や県に必要だと認められた事業に対し
 て、国や県からもらうお金
市債……………施設を造るときなどに借りるお金
その他…………施設の使用料など上記以外のもの
自主財源………地方公共団体が自主的に収入できる財　
　　　　　　　源（市税、使用料など）
依存財源………国や県などの意思決定により収入される
　　　　　　　財源（地方交付税、国県支出金など）

子育て世帯への臨時特別給付金（国制度）について、
所得制限により支給対象外となった子育て世帯に対
して市単独で児童1人当たり10万円の給付を行いま
した。

歳入

令和3年度会計別決算
■一般会計・特別会計

■令和3年度の主な歳出事業

子育て世帯への臨時特別給付金事業
（市単独分)(総務費)

■企業会計

※資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、過年度分損益勘定留保資金並びに消費税および地方消費税資本的収支調整額等で補てんしました。
※下水道事業会計については、平成31年4月より地方公営企業法の一部適用（財務適用）をしています。

一般会計・・・行政における基本的な事業の会計（福祉、教育、道路整備など）
特別会計・・・一般会計と区別して設置すべきとされている事業の会計
　　　　　（国民健康保険、介護保険など）
企業会計・・・民間企業と同様の方法で経理する事業の会計（水道事業、下水道事業）

会計名

会計名

国民健康保険特別会計
（事業勘定）

6,014万円

保育園の長寿命化のため、トイレ
および外壁などの修繕工事を行
いました。

新型コロナウイルスワクチンの接種体制を確
保しました。（個別接種、集団接種の実施およ
びコールセンターの設置など）

小中学校において、ICT支援員を派遣し、1人1
台タブレット端末を使用した効果的な学習を実
施しました。

佐屋中央保育園修繕工事（民生費）

障害者が自立した日常生活または社会生活を営むこ
とができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付
を行いました。

障害者総合支援事業（民生費）

8,238万円

新型コロナウイルスワクチン接種事業
（衛生費）

GIGAスクール事業（教育費）

4億9,994万円

6,020万円

16億4,113万円

一般会計

歳入決算額 歳出決算額 差引額 歳入決算額対
前年度増減率

歳出決算額対
前年度増減率

特別会計

国民健康保険特別会計
（直営診療施設勘定）
後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計
（保険事業勘定）

介護保険特別会計
（サービス事業勘定）

合計

27,262,963
13,419,277

6,493,952

108,966 

1,042,438

5,765,897

8,024

40,682,240

26,205,573
12,959,407

6,354,815

102,600

1,032,389

5,461,579

8,024

39,164,980

1,057,390
459,870

139,137

6,366

10,049

304,318

0

1,517,260

△13.1
2.4

2.1

△6.6

2.3

3.1

△56.4

△8.6

△13.2
2.2

1.5

△6.2

4.2

3.0

△56.4

△8.6

収益的収支 資本的収支
収入 支出 収入 支出
490,532 
(△0.5)

1,853,011
(△5.5)

464,613
(△2.4)

1,591,184
(△10.1)

35,818
(△42.1)

1,402,544
(△9.6)

213,266 
(18.8)

1,886,205
(△5.7)

水道事業会計
（対前年度増減率）
下水道事業会計

（対前年度増減率）

（単位：千円・％）

（単位：千円・％）

歳入決算額 272億6，296万円
歳出決算額 　262億557万円

歳出

市税
76.6億円

地方譲与税等
21.0億円

地方交付税
56.6億円

国県支出金
68.9億円

その他
31.5億円

自主財源
39.7%

 依存財源
60.3%

市債
18.0億円

総務費
(税金の賦課徴収、
戸籍や住民登録、
防犯、防災など)
58.7億円

人件費
（委員への報酬や
職員給与など）
38.4億円

物件費
（委託料や手数料などの
消費的経費）
44.4億円

扶助費
（社会保障制度として、
児童や高齢者などへの
支援に要した経費）
69.9億円

公債費
（市債の返還に要した経費）
22.0億円

民生費
（障害者、高齢者、
児童等の福祉など）
95.8億円

衛生費
(ごみ処理や保健など)
22.5億円

土木費
（道路整備など）
13.0億円

教育費
（小中学校や公民館など）
24.3億円

公債費
（市債（借りたお金）を
返したお金）
22.0億円

普通建設事業費
（庁舎建設や道路整備など
建設事業に要した経費）
20.0億円

その他
（議会や消防など）
25.8億円

繰出金
（他の会計へ
支出した経費）
21.7億円

その他
（維持補修費など）
21.5億円

財政課　☎（55）7132

補助費等
（団体への補助などに
要した経費）
24.2億円
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